
セグメント情報
（単位：円）

区 分
業 務

共 通 計
研 究 活 動 研 修 事 業 教育相談活動 情報普及活動 国際交流活動 業 務 合 計

Ò 事業費用および事業収益

事 業 費 用

人 件 費 367¶664¶747 101¶664¶967 40¶436¶582 87¶431¶589 55¶224¶587 652¶422¶472 159¶751¶981 812¶174¶453

謝 金 7¶888¶225 6¶035¶600 54¶800 733¶500 160¶600 14¶872¶725 32¶430 14¶905¶155

職 員 旅 費 15¶549¶610 75¶270 338¶950 1¶272¶980 50¶250 17¶287¶060 2¶423¶923 19¶710¶983

委 員 等 旅 費 8¶527¶760 4¶791¶980 485¶700 758¶790 756¶970 15¶321¶200 392¶940 15¶714¶140

備 品 消 耗 品 費 58¶909¶727 24¶862¶306 6¶057¶195 83¶212¶217 14¶396¶535 187¶437¶980 16¶555¶965 203¶993¶945

光 熱 水 料 5¶663¶108 4¶574¶048 1¶089¶059 6¶098¶731 435¶624 17¶860¶570 3¶920¶611 21¶781¶181

減 価 償 却 費 11¶198¶534 307¶067 257¶604 35¶895¶519 0 47¶658¶724 9¶455¶264 57¶113¶988

雑 役 務 費 等 20¶104¶048 6¶504¶251 4¶139¶069 12¶417¶206 1¶960¶207 45¶124¶781 18¶761¶152 63¶885¶933

小 計 495¶505¶759 148¶815¶489 52¶858¶959 227¶820¶532 72¶984¶773 997¶985¶512 211¶294¶266 1¶209¶279¶778

支 払 利 息 0 0 0 1¶975¶141 0 1¶975¶141 493¶785 2¶468¶926

計 495¶505¶759 148¶815¶489 52¶858¶959 229¶795¶673 72¶984¶773 999¶960¶653 211¶788¶051 1¶211¶748¶704

事 業 収 益

運 営 費 交 付 金 収 益 484¶307¶225 148¶508¶422 52¶601¶355 227¶910¶613 72¶412¶523 985¶740¶138 196¶723¶219 1¶182¶463¶357

資 産 見 返 負 債 戻 入 11¶198¶534 358¶864 334¶080 1¶725¶308 0 13¶616¶786 912¶711 14¶529¶497

財 務 収 益 0 0 0 0 0 0 25¶470 25¶470

国 以 外 か ら の 受 託 収 入 0 0 0 0 572¶250 572¶250 0 572¶250

そ の 他 の 収 入 0 0 0 0 0 0 16¶008¶638 16¶008¶638

計 495¶505¶759 148¶867¶286 52¶935¶435 229¶635¶921 72¶984¶773 999¶929¶174 213¶670¶038 1¶213¶599¶212

事 業 利 益 1¶850¶508

Ó 総 資 産 7¶090¶159¶831 7¶090¶159¶831

１．事業の種類は、中期計画の集計区分を勘案して区分している。
２．総資産は各セグメントで共同利用しており各セグメントに配分することが困難なため共通に計上している。
３．業務区分については中期計画記載の各活動の順序と整合をとったため、平成18年度から教育相談活動及び情報普及活動の順序が変わっている。
また、事業費用については損益計算書との整合を取るため各費用の順序を入れ替え、支払利息については別計上とした。

４．各区分の損益外減価償却相当額、引当外賞与見積額及び引当外退職給付増加見積額は下記のとおりです。なお損益外減価償却相当額は資産を各セグメントで共同利用しており、各セグメントに配分
することが困難なため共通に計上している。
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損益外減価償却相当額 162¶290¶292 162¶290¶292

引当外賞与見積額 －457¶821 －148¶291 －53¶831 －418¶675 －64¶952 －1¶143¶570 －67¶065 －1¶210¶635

引当外退職給付増加見積額 －11¶864¶269 －10¶619¶847 －1¶522¶477 －7¶185¶336 －1¶532¶068 －32¶723¶997 －5¶140¶318 －37¶864¶315
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